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研究成果の概要（和文）：本研究では負の現地遺構として，直接的な遺構よりも，生活遺構の保存や活用の可能
性，復興や再生などプロセスの記録や公開方法に重点を置き研究を行った。
災害遺構については近年，保存し公開することがスタンダードになりつつあり，熊本地震では仮設住宅が保存さ
れている。居住復興プロセスについては木造仮設住宅の公営住宅への再利用への過程を通して，居住者に居住性
のアンケート調査を行い，動態的な保存活用の可能性について検討した。産業遺構については，炭鉱産業による
都市の変容過程を整理した。炭鉱住宅の残存数はまだ多いものの動態的な保存事例は少なく，都市内の遺構も含
めて今後の継続課題とする。

研究成果の概要（英文）：In this study, we explored the preservation and use of living ruins, 
addressing challenges like negative on-site ruins, documenting processes such as reconstruction and 
rehabilitation, and methods of disclosure rather than direct ruins. Recently, preserving and opening
 disaster ruins to the public has become common practice, as seen with temporary housing from the 
Kumamoto earthquake. We conducted a questionnaire on the habitability of these temporary wooden 
houses as they were repurposed into public housing, examining the potential for dynamic preservation
 and utilization. For industrial ruins, we documented the city's transformation due to the coal 
mining industry. While many coal mine houses still exist, active preservation examples are few. This
 remains a significant issue, particularly concerning ruins within the city.

研究分野：建築計画

キーワード： 災害　遺構　まちづくり　炭鉱　住宅　ダークツーリズム
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は災害や産業による生活遺構の保存と活用に焦点を当て、復興や再生の過程の記録と公開方法に重点を置
いている点が新しい視座といえる。具体的には、木造仮設住宅が公営住宅として再利用される過程を調査し、長
期の動態保存における当初の配置計画や建築計画の重要性を明らかにした。また全国の炭鉱都市の変容過程を整
理し、炭鉱産業による都市変容のパターンと影響因子を抽出し、この結果から都市のアイデンティティを保持し
つつ、再生のあり方に関する知見を提示した。
社会的意義として、地域住民が自らの災害や産業の歴史を学ぶ機会の創出、復興や再生における災害対策や地域
再生に関するまちづくりの手がかりの提示が挙げられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

近年脚光を浴びている災害遺構を概観すると，下図は過去の震度 6 以上の地震を年表にした
ものであるが，近年の地震の頻発のなか東日本大震災や中越地震の被災地での痕跡をめぐる観
光客の増加など，復興のコンテンツとして被災地観光を掲げる自治体が増えてきた。特に東日本
大震災では奇跡の一本松，防災対策庁舎，第 18 共徳丸などを保全する動きが活発化し，有識者
団体や有志組織ができ多くの自治体で災害遺構の保存検討委員会が組織された。さらに復興庁
が保存に対する財政的措置を行ったことから保存件数は格段に増え，熊本地震では保存の動き
が加速している。 

しかしまず「保存で何を残すか」については，これまでは負のインパクトの脅威や教訓，慰霊
が多い。しかし東日本大震災で提起された「生活の記憶の保存」は東日本大震災においても 1 例
（災害危険区域内の仙台市荒浜で家屋の基礎）のみで，過去には長崎県島原市の雲仙普賢岳噴火
災害における土石流被災家屋や，中越地震での新潟県旧山古志村木篭の水没集落など数例しか
ない。次に保存する姿（時）は，文化財的価値が高いものについては復原が，負のインパクトを
伝えるものは被害時が選択されているが，復興のプロセスを表すものはほとんどない。次に保存
の対象範囲は，自然災害以外にもダークツーリズムの範疇を広く見渡すと，戦災や公害，キリシ
タン，ハンセン病への差別など多岐にわたるが，保存は断片的といえる。炭鉱施設などは囚人労
働や強制労働の歴史，坑内事故，労働搾取など，閉山後の再生において隠したい過去として取り
扱われてきたが，竪坑の文化財指定や軍艦島の史跡指定，そして「明治日本の産業革命遺産 製
鉄・製鋼，造船，石炭産業」の世界遺産登録など近年脚光を浴び，遺構の保存が進んでいる。た
だし保存対象の多くは生産施設であり，先に述べた生活の遺構である住宅や集落跡は，企業や所
有者の資産経営や，自治体の再活性化の種地という観点から取り壊されつつある。そしてどう維
持管理し活用していくかというまちづくりの視点でみると，保存されてもうまく活用されずに
自治体の財政的な負担となり，維持管理費の圧縮，さらに活用されない－という負のスパイラル
に陥っている事例も多い。産業や雇用につながるコンテンツであり，一過性ブームでは意味がな
い。 

 

２．研究の目的 

本研究では，負の実像を総合的に想起できる保存のあり方とは何か，持続的な運営の観点から
の保存論について，事例から多角的に導出したい。  

現在日本では災害遺構の議論が増えているが，本研究は総論を導くために自然災害に戦災遺
構と鉱山遺構を加え，戦災遺構からは時間経過後の保存のあり方，鉱山遺構からは強制労働や差
別，労働災害などの人災まで幅広く捉えた保存のあり方を検討し，保存の議論の場で，歪曲的な
部分保存ではなく総合的に負の記憶やそれを克服した史実を想起できる保存の選択肢を提示す
る。そして負の遺産の保全を学術的に整理したうえで，持続性の観点から経済波及効果や教育効
果などを検討する。地域住民等の将来を見据えた計画づくりの場面において，理論的裏打ちにな
るような研究成果のデータベース化が目的である。 

 

３．研究の方法 

研究は，(1)負の遺産に関する遺構や資料，伝承の残存状況の把握，(2)負の遺産が取捨選択さ
れた経緯の解明，(3)負の遺産の現在における価値と不足するコンテンツの検証，(4)負の遺産の
持続可能性，(5)まちづくりの観点からの評価，以上の 5 つについて明らかにする。 

(1) 負の遺産に関する遺構や資料，伝承の残存状況 

ウェブによる議事録や新聞の収集，現地図書館や企業資料室の所蔵状況を把握する。さ
らにこれまでの人的ストックを中心に存命中の関係者を洗い出し順次インタビューを行
い，個人所蔵の資料についても発掘する。 

(2) 負の遺産が取捨選択された経緯 

(1)で収集した再生計画書や報告書，公的な開発記録や議会議事録，新聞の記事の収集整
理後，自治体職員や所有者へのヒアリングを通して，治世側と住民側の動向を把握し，対
立事項を整理する。取り壊された遺構については，どういった情報，時間的猶予，選択肢
等があれば保存側の合意が得られたかを検証する。 

残っている遺構も計画的に残されたものではなく，資金不足等による放置や，所有者・



管理者不明によって見過ごされていた例も考えられるため，解体事例と比較しながら，偶
然的要因，意識的要因，時間的要因，社会的要因，経済的要因等で分類整理し，残り得た
理由を考察する。 

(3) 負の遺産の現在における価値と不足するコンテンツ 

収集したデータと国外事例を通して遺構の提示方法を把握する。国外事例では遺構の改
変の評価もしながら，不足するコンテンツとその開示方法について考察する。 

(4) 負の遺産の持続可能性 

維持管理方法について自治体や学校関係者，地元 NPO，町内会へのインタビューや座
談会を行い，各種統計資料や自治体や施設の決算資料を収集し，維持管理の実態のヒアリ
ングを通して採算性や効果を検討する。 

(5) まちづくりの観点からの評価 

経済性だけでなくまちづくりの観点を加えるため，生涯学習や教育の効果や，遺構の間
接的な活用についても明らかにする。 

 

４．研究成果 
(1) 負の遺産に関する遺構や資料，伝承の残存状況 

居住遺構が残る雲仙普賢岳噴火災害や中越地震について整理した後，東日本大震災の震
災遺構をめぐる状況について朝日新聞および河北新聞，熊本日日新聞の記事を整理した。
石炭産業については社史や市町村史，行政資料を収集し整理した。収集したデータに関し
ては書籍化する予定である。 
資料保存は欧州では同時代で判断せずにすべて保存する方法が古くから取られている

が，今回の調査よりわが国では属人的な面が大きかった。石炭産業においては誰かが動い
て保管されたか偶然的に残っていたかに分けられ，地域によって保管状況に差がある。災
害に関する資料について 1960 年代の地震災害報告書を収集したが，当時は震度など被害
状況が主で，復興過程の記録はほとんど見られない。近年は建設戸数など物理的な把握は
なされているが，人の発言や日誌（ブログ），人の映り込んだ写真，避難所の管理記録の
ような類も個人情報保護の観点から破棄されていることが多く，将来的な観点から保管さ
れることを期待したい。 

(2) 負の遺産が取捨選択された経緯 

着手前に行った雲仙普賢岳噴火災害と中越地震，東日本大震災の研究文 1,2)から，遺構の
保存活用にあたって経済的要因は欠かせず，新聞やニュースなどによる世論形成による社
会的要因も一定の役割を果たしている。遺族や周辺居住者，関係者（学校の OBOG 等）
の意向（意識的要因）は対立することも少なくない。東日本大震災では結論を急がずに保
留という選択肢が見られ，時間経過による合意という方法を提示した（時間的要因）。雲

表 1 第二次世界大戦後に建設された不燃化の公営住宅 



仙普賢岳噴火災害や中越地震において，住民から「被災直後は被害を思い出すので痕跡を
消して欲しかったが，一定の期間を経て人々に忘れられつつあり，忘れられることは望ま
ない」という意見を多く聞いた。 

近代化遺産については福岡県都市圏で石炭産業の遺構が残る国鉄志免炭鉱，明治鉱業高
田鉱，早良鉱業，西戸崎炭鉱，三菱鉱業勝田鉱の調査を行った。閉山処理過程を整理した
後，その変遷を明らかにした。近年，近代化遺産として評価される前に多くは取り壊され，
偶然的に残った遺構が近年，重要文化財となったり，ルート整備などが行われ活用されて
いる。解体において保存が議論されていることはなく，企業が操業していた土地の譲渡や
鉄のリサイクルといった経営上・安全上の観点から閉山処理のなかで壊したケースが多い。
民間所有の地域のシンボルの保存は所有者が社会貢献の観点で保存・維持している状況で，
登録文化財制度の拡大など共有財産の保存の議論が必要と考えられる。 

(3) 負の遺産の現在における価値と不足するコンテンツ 

災害から一定期間経過した北海道南西沖地震や有珠山噴火災害，インドネシアのスマト
ラ島沖地震被災地であるバンダアチェ，ムラピ山噴火災害被災地のジョグジャカルタにつ
いて，役所や地元大学研究者からヒアリングを行い，保存までの経緯や現在の活用方法，
その課題について情報収集した。その結果，メモリアルな利用のなかに，防災的観点の活
用，観光としての活用があり，観光も教育的なものや，直接的な被災者支援（雇用の場）
の遺構利用が見られる。インドネシアの事例では記録誌や復興の過程の DVD を販売してお
り，アーカイブを外に展開していた。国内の復興プロセスの事例として，戦後復興期の遺
構の調査として，戦後すぐに技術復興の意味も含めて行われた集合住宅建設に着目し，
1948 年度に主要都市＋被災の大きかった都市で建設されたアパートが，全国に 5 棟現存
していることを把握し（表 1），長崎市に残る集合住宅について，歴史的調査と旧居住者
へのインタビューやアンケート調査を通じて生活史調査を実施した。研究と並行して保存
活用に向けた市民向けプログラムを実施し，県から事業者がマスターリースする形で保存
にこぎ着けた。 
居住遺構の保存活用が少ないなか，熊本地震では震災ミュージアムとして遺構を残す方

針が出され，仮設住宅が候補となり，現在益城町で 1棟が保存されている。震災遺構とし
てではないが，熊本地震で木造仮設住宅を単独住宅として活用しながら残す方針が認めら
れたため，各市町村の復興後の活用状況，再編された仮設住宅の居住者属性や居住性につ
いて調査した（表 2）。さらに災害公営住宅についても敷地内の直接的な遺構の保存状況，
公営住宅としての居住性やコミュニティの状況を把握した。木造仮設住宅の多くが市町村
営住宅として再活用されたが，いずれも材や設備の利活用の意味が大きく，遺構という視
点は大きくない。再活用されたことで今後意味が付加される可能性に期待したい。 
単独の自治体だけでなくエリア全体の変遷を捉えるため，炭鉱の遺構について，閉山後

からの変容過程を北海道 26 炭鉱，本州 11 炭鉱，九州 44 炭鉱について整理し，主要都市
との距離や工業団地の造成，インフラ整備といった閉山後の地域振興と変容との関係性に
ついて統計的に検討し，変容のタイポロジーを行った。企業独自の閉山施策との関係性の
ケーススタディを三井
三池や太平洋釧路炭鉱
にて，自治体の地域振
興策との関係性を飯
塚，田川，直方市の比
較考察により検証し
た。都市的な検証に加
え，払い下げられた炭
鉱住宅や改良住宅に関
して残存状況，建替え
計画について自治体に
アンケートを実施し
た。 

(4) 負の遺産の持続可能性 

東日本大震災遺構，
災害遺構の保存にあた
って初期費用を国が補
助できるようになり保
存の道が大きく開い
た。維持管理について
は市町村となるため，
文化財同様，活用しな
がらの保存を検討しな
くてはならない。しか
しこの数年で観光化，
観光化に伴う雇用とい

市町村 
木造仮設住宅

[戸] 

現地利活用数

[戸](％) 

移設利活用数

[戸](％) 
現地利活用先 移設利活用先 

宇土市 26 26(100) 0(0) 市営単独住宅 
 

宇城市 176 43(24) 133(76) 市営単独住宅 

地区公民館，

集会所，市営

村営有住宅 

阿蘇市 101 26(26) 0(0) 
医療スタッフ

の宿舎 

 

美里町 41 34(83) 7(17) 町営単独住宅 
町営単独住宅

(山都町) 

産山村 9 9(100) 0(0) 村営単独住宅 
 

西原村 50 46(92) 4(8) 村営単独住宅 

市町村営単独

住宅，地区公

民館 

御船町 161 66(41) 31(19) 町営単独住宅 

町営単独住宅

(山都町)，地区

公民館 

益城町 6 6(100) 0(0) 
町単独の福祉

住宅 

 

山都町 6 6(100) 0(0) 町営単独住宅 
 

氷川町 39 39(100) 0(0) 町営単独住宅 
 

南阿蘇村 68 0(0) 44(65) 
 

市町村営単独

住宅(一部西原

村)，集会所，

その他施設 

計 683 301(44) 219(32) 
  

 

表 2 熊本地震被災地の仮設住宅の現地および移設利活用戸数と利活用先 



う流れも浸透してきたと思われる。 

(5) まちづくりの観点からの評価 

負の遺産に関してはまちづくりに積極的に活用しているとはまだ言い難い。雲仙普賢岳
噴火災害の被災家屋の遺構も安全性や維持費の問題から継続するかどうか議論され，2020

年に 11 棟中 2 棟について補修維持は困難と判断され取り壊された。屋外の展示家屋は今
後も管理が難しくなった段階で解体が検討される。それ以外の地域においても災害の脅威
を表す展示施設は入場者が多いとは言えず，保存公開するだけでは収益は上がりづらい。 

アーカイブの作成や遺構の観光化は始まったばかりと言える。地域の歴史や教訓を学ぶ
場として生涯学習や社会見学に果たす役割は大きい。同時代だけでなく将来的な資産とし
て捉え保存，継承していくことが必要である。 
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